
１．重要な会計方針

(1)  有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券は、購入時の取得価額によっている。なお取得価額と債券金額との差額に

ついて重要性が乏しいため償却原価法は採用していない。

満期保有目的の債券以外の有価証券のうち時価のあるものは、期末日の市場価格等に基づく

時価法によっている。

(2)  固定資産の減価償却の方法

建物附属設備及び什器備品は、定額法による減価償却を実施している。

ソフトウェアは、利用可能期間（５年）に基づき定額法による減価償却を実施している。

(3)  引当金の計上基準

退職給付引当金は、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

賞与引当金は、職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を

計上している。

(4)  消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．会計方針の変更

なし

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

616,518,500

投資有価証券 289,250,000 0 8,830,000 280,420,000

小      計 341,904,700 13,443,800 8,830,000 346,518,500

小　　計 270,000,000

特定目的積立資産 10,750,000 8,830,000 0 19,580,000

0 0 270,000,000

特定資産

退職給付引当資産 41,904,700 4,613,800 0 46,518,500

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

科　　　  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合      計 611,904,700 13,443,800 8,830,000

基本財産

投資有価証券 270,000,000 0 0 270,000,000



４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

５．担保に供している資産

なし

６．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

７．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
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（注）帳簿価額は、その他固定資産に計上したオーバーパー購入部分の価額も
　　　含んでいる。

(46,518,500)合      計 616,518,500

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

合      計 273,351,200 248,132,940 △25,218,260

273,351,200 248,132,940 △25,218,260

24,743,840 15,883,813 8,860,027

35,986,651 21,801,007 14,185,644

(単位：円)

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価

ソフトウェア

合　　　計

評価損益

小      計 346,518,500 (0) (300,000,000)

7,273,994 3,329,121 3,944,873

(270,000,000) (300,000,000)

(単位：円)

建物附属設備 3,968,817 2,588,073 1,380,744

(0)

投資有価証券

特定目的積立資産 19,580,000 (0) (19,580,000)

(46,518,500)

特定資産

280,420,000 (0) (280,420,000) (0)

退職給付引当資産 46,518,500 (0) (0) (46,518,500)

投資有価証券 270,000,000 (270,000,000) (0) (0)

科　　　  目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

小　　計 270,000,000 (270,000,000) (0) (0)

基本財産

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対
応する額）

科　　　  目

什器備品


